
平成二十年政令第百六十四号

所得税法等の一部を改正する法律附則第百十九条の二の規定による経過措置を定める政令

内閣は、所得税法等の一部を改正する法律（平成二十年法律第二十三号）附則第百十九条の二の規定に基づき、この政令を制定する。

（登録免許税法の一部改正に伴う経過措置）

第一条　所得税法等の一部を改正する法律（平成二十年法律第二十三号。以下「改正法」という。）第五条の規定による改正後の登録免許

税法（昭和四十二年法律第三十五号）別表第一第三十二号の規定は、改正法の公布の日の翌日以後に受ける同号（二十二）イに掲げる登

録（同号の規定により、作業環境測定士登録証の書換えが新たな作業環境測定法（昭和五十年法律第二十八号）第七条の第一種作業環境

測定士の登録とみなされる場合の当該登録に限る。）に係る登録免許税について適用し、同日前に受けた改正法第五条の規定による改正

前の登録免許税法別表第一第三十二号（二十二）イに掲げる登録に係る登録免許税については、なお従前の例による。

（印紙税法の一部改正に伴う経過措置）

第二条　改正法第七条の規定による改正後の印紙税法（昭和四十二年法律第二十三号）別表第三の規定は、改正法の公布の日から適用す

る。

（民間国外債等の利子の課税の特例に関する経過措置）

第三条　非居住者又は外国法人が、平成二十年四月一日から改正法の公布の日の前日までの間に発行された改正法第八条の規定による改正

後の租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号。以下「新租税特別措置法」という。）第六条第四項に規定する一般民間国外債につ

き、同日までに当該一般民間国外債の利子の支払を受けた場合において、その支払を受けた利子につき同項の規定の適用を受けようとす

る旨、その者の氏名又は名称及び国外にある住所若しくは居所又は本店若しくは主たる事務所の所在地その他同項に規定する財務省令で

定める事項を記載した申告書（以下この項において「非課税適用申告書」という。）をその利子の支払をした者（当該利子の支払が支払

の取扱者（同条第四項に規定する支払の取扱者をいう。次項において同じ。）を通じて行われた場合には、当該支払の取扱者及び利子の

支払をした者）を経由してその支払をした者の当該利子に係る所得税法（昭和四十年法律第三十三号）第十七条の規定による納税地（同

法第十八条第二項の規定による指定があった場合には、その指定をされた納税地。次項において同じ。）の所轄税務署長に提出したとき

は、当該利子について、当該利子の支払を受けた際、当該非課税適用申告書を当該所轄税務署長に提出したものとみなして、新租税特別

措置法第六条第四項の規定を適用する。

２　非居住者又は外国法人が、平成二十年四月一日から改正法の公布の日の前日までの間に発行された新租税特別措置法第六条第七項に規

定する特定民間国外債で支払の取扱者に同項に規定する保管の委託をしているものにつき、同日までに当該特定民間国外債の利子の支払

を受けた場合において、同項に規定する保管支払取扱者で当該利子の同項に規定する媒介等をしたものが、その利子（同項に規定する利

子をいう。以下この項及び次項において同じ。）の支払を受けた者につき次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める事項その

他同条第七項に規定する財務省令で定める事項（以下この項において「利子受領者情報」という。）をその利子の支払をした者に対し（そ

の利子の交付が、当該保管支払取扱者が保管の再委託をしている他の支払の取扱者を通じて行われた場合には、当該他の支払の取扱者を

経由してその利子の支払をした者に対し）通知をし、かつ、その利子の支払をした者が、その利子の支払を受けた者に係る同条第七項に

規定する利子受領者確認書を作成し、これをその支払をした者の当該利子に係る所得税法第十七条の規定による納税地の所轄税務署長に

提出したときは、当該利子について、当該保管支払取扱者が当該利子の交付を受けた日の前日に当該利子受領者情報をその利子の支払を

した者に対し（その利子の交付が、当該保管支払取扱者が保管の再委託をしている他の支払の取扱者を通じて行われた場合には、当該他

の支払の取扱者を経由してその利子の支払をした者に対し）通知をし、かつ、その利子の支払をした者が当該利子の支払を行った際に当

該利子受領者確認書を当該所轄税務署長に提出したものとみなして、同項の規定を適用する。

一　当該利子の支払を受けた者がすべて非居住者又は外国法人であった場合　その旨

二　当該利子の支払を受けた者に居住者又は内国法人が含まれていた場合　当該利子の支払を受けた者のうち非居住者及び外国法人がそ

の支払を受けた金額の合計額

３　前二項の規定は、新租税特別措置法第六条第八項に規定する国内金融機関等が平成二十年四月一日から改正法の公布の日の前日までの

間に発行された同項に規定する一般民間国外債につき、同日までに支払を受けた当該一般民間国外債の利子について準用する。この場合

において、第一項中「氏名又は名称及び国外にある住所若しくは居所又は本店若しくは主たる事務所」とあるのは「名称及び本店又は主

たる事務所」と、前項第一号中「非居住者又は外国法人」とあるのは「非居住者若しくは外国法人又は次項に規定する国内金融機関等」

と、同項第二号中「内国法人」とあるのは「内国法人（次項に規定する国内金融機関等を除く。）」と、「外国法人」とあるのは「外国法

人並びに同項に規定する国内金融機関等」と読み替えるものとする。

４　前三項の規定は、平成二十年四月一日から改正法の公布の日の前日までの間に発行された新租税特別措置法第六条第十三項に規定する

外貨債の利子であって同日までに支払を受けたものについて準用する。

（使途秘匿金の支出がある場合の課税の特例に関する経過措置）

第四条　新租税特別措置法第六十二条第一項の規定は、法人（法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない

社団等を含む。以下同じ。）が改正法の公布の日以後にする同項に規定する使途秘匿金の支出について適用し、法人が同日前にした改正

法第八条の規定による改正前の租税特別措置法（以下「旧租税特別措置法」という。）第六十二条第一項に規定する使途秘匿金の支出に

ついては、なお従前の例による。

（欠損金の繰戻しによる還付の不適用に関する経過措置）

第五条　新租税特別措置法第六十六条の十三第一項の規定は、法人の改正法の公布の日以後に終了する同項に規定する事業年度分の法人税

について適用し、法人の同日前に終了した旧租税特別措置法第六十六条の十三第一項に規定する事業年度分の法人税については、なお従

前の例による。

（特定目的会社の外国税額の控除に関する経過措置）

第六条　新租税特別措置法第六十七条の十四第二項の規定は、同条第一項に規定する特定目的会社の改正法の公布の日以後に開始する事業

年度分の法人税について適用し、旧租税特別措置法第六十七条の十四第一項に規定する特定目的会社の同日前に開始した事業年度分の法

人税については、なお従前の例による。

（投資法人の外国税額の控除に関する経過措置）

第七条　新租税特別措置法第六十七条の十五第三項の規定は、同条第二項に規定する投資法人の改正法の公布の日以後に開始する事業年度

分の法人税について適用し、旧租税特別措置法第六十七条の十五第二項に規定する投資法人の同日前に開始した事業年度分の法人税につ

いては、なお従前の例による。

（特定目的信託に係る受託法人の外国税額の控除に関する経過措置）

第八条　新租税特別措置法第六十八条の三の二第三項の規定は、同条第一項に規定する特定目的信託に係る同項に規定する受託法人の改正

法の公布の日以後に開始する事業年度分の法人税について適用し、旧租税特別措置法第六十八条の三の二第一項に規定する特定目的信託

に係る同項に規定する受託法人の同日前に開始した事業年度分の法人税については、なお従前の例による。
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（特定投資信託に係る受託法人の外国税額の控除に関する経過措置）

第九条　新租税特別措置法第六十八条の三の三第三項の規定は、同条第一項に規定する特定投資信託に係る同項に規定する受託法人の改正

法の公布の日以後に開始する事業年度分の法人税について適用し、旧租税特別措置法第六十八条の三の三第一項に規定する特定投資信託

に係る同項に規定する受託法人の同日前に開始した事業年度分の法人税については、なお従前の例による。

（連結法人が使途秘匿金の支出をした場合の課税の特例に関する経過措置）

第十条　新租税特別措置法第六十八条の六十七第一項の規定は、連結親法人又は当該連結親法人による連結完全支配関係にある連結子法人

が改正法の公布の日以後にする同項に規定する使途秘匿金の支出について適用し、連結親法人又は当該連結親法人による連結完全支配関

係にある連結子法人が同日前にした旧租税特別措置法第六十八条の六十七第一項に規定する使途秘匿金の支出については、なお従前の例

による。

（連結親法人の欠損金の繰戻しによる還付の不適用に関する経過措置）

第十一条　新租税特別措置法第六十八条の九十八第一項の規定は、連結親法人の改正法の公布の日以後に終了する同項に規定する連結事業

年度分の法人税について適用し、連結親法人の同日前に終了した旧租税特別措置法第六十八条の九十八第一項に規定する連結事業年度分

の法人税については、なお従前の例による。

（登録免許税の特例に関する経過措置）

第十二条　新租税特別措置法第七十二条、第七十五条、第八十二条及び第八十二条の二の規定は、改正法の公布の日の翌日以後に受けるこ

れらの規定に規定する登記に係る登録免許税について適用し、同日前に受けた旧租税特別措置法第七十二条、第七十五条、第八十二条及

び第八十二条の二に規定する登記に係る登録免許税については、なお従前の例による。

２　新租税特別措置法第八十一条第九項（新租税特別措置法第八十条第一項に係る部分に限る。以下この項において同じ。）の規定は、株

式会社が改正法の公布の日の翌日以後に新設分割又は吸収分割を行う場合において、新租税特別措置法第八十一条第九項の規定により読

み替えて適用される新租税特別措置法第八十条第一項に規定する認定であって同日以後にされるものに係る同項（第一号から第四号まで

を除く。）に掲げる事項についての登記に係る登録免許税について適用し、株式会社が同日前に新設分割又は吸収分割を行った場合にお

いて、旧租税特別措置法第八十一条第十項（旧租税特別措置法第八十条第一項に係る部分に限る。）の規定により読み替えて適用される

旧租税特別措置法第八十条第一項に規定する認定であって同日前にされたものに係る同項（第一号から第四号までを除く。）に掲げる事

項についての登記に係る登録免許税については、なお従前の例による。

（酒税の特例に関する経過措置）

第十三条　新租税特別措置法第八十七条及び第八十七条の六の規定は、平成二十年四月一日から適用する。

２　新租税特別措置法第八十七条の八の規定は、改正法の公布の日から適用する。

（揮発油税及び地方道路税の特例に関する経過措置）

第十四条　新租税特別措置法第八十九条第二項の規定は、この政令に別段の定めがあるものを除き、改正法の公布の日の翌日（以下この条

において「適用日」という。）から適用し、適用日前に課した、又は課すべきであった揮発油税及び地方道路税については、なお従前の

例による。

２　平成二十年四月一日から適用日の前日までの間に揮発油（租税特別措置法第八十八条の五に規定する揮発油をいう。以下この項及び次

項において同じ。）の製造場から移出された揮発油で、揮発油税法（昭和三十二年法律第五十五号）第十四条第三項（同法第十五条第三

項及び第十六条の三第三項、新租税特別措置法第八十九条の三第三項並びに租税特別措置法第九十条第三項において準用する場合を含

む。以下この項において同じ。）の届出又は承認に係るもの（当該届出又は承認に係る揮発油税法第十四条第三項各号に掲げる日が適用

日以後に到来するものに限る。）について、同項各号に掲げる日までに同項に規定する書類が提出されなかった場合における当該揮発油

に係る揮発油税及び地方揮発油税の税率は、所得税法等の一部を改正する法律（平成二十一年法律第十三号。次項において「平成二十一

年改正法」という。）第五条の規定による改正後の租税特別措置法第八十九条第一項の税率とする。

３　次の表の上欄に掲げる法律又は条約の規定により揮発油税及び地方道路税の免除を受けて平成二十年四月一日から適用日の前日までの

間に揮発油の製造場から移出され、又は保税地域（関税法（昭和二十九年法律第六十一号）第二十九条に規定する保税地域をいう。第五

項において同じ。）から引き取られた揮発油について、適用日以後に同表の下欄に掲げる法律の規定に該当することとなった場合におけ

る当該揮発油に係る揮発油税及び地方揮発油税の税率は、平成二十一年改正法第五条の規定による改正後の租税特別措置法第八十九条第

一項の税率とする。

免除の規定 追徴の規定

揮発油税法第十四条の二第一項 同法第十四条の二第七項

揮発油税法第十六条の四第一項 同法第十六条の四第三項

輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律（昭和三十年法律

第三十七号）第十一条第一項

同法第十一条第五項

輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律第十二条第一項 同法第十二条第四項

輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律第十三条第三項 同法第十三条第五項において準用する関税定率法（明治四十三年法律

第五十四号）第十五条第二項、第十六条第二項又は第十七条第四項

租税特別措置法第八十九条の四第一項 同法第八十九条の四第二項において準用する揮発油税法第十四条の二

第七項

租税特別措置法第九十条の二第一項 同法第九十条の二第二項において準用する揮発油税法第十四条の二第

七項

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条

に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関

する協定の実施に伴う所得税法等の臨時特例に関する法律（昭和二

十七年法律第百十一号）第十条第一項（日本国における国際連合の

軍隊の地位に関する協定の実施に伴う所得税法等の臨時特例に関す

る法律（昭和二十九年法律第百四十九号）第三条第一項において準

用する場合を含む。）

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に

基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する

協定の実施に伴う所得税法等の臨時特例に関する法律第十条第二項又

は第十一条第二項（これらの規定を日本国における国際連合の軍隊の

地位に関する協定の実施に伴う所得税法等の臨時特例に関する法律第

三条第二項において準用する場合を含む。）

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条

に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関

する協定の実施に伴う関税法等の臨時特例に関する法律（昭和二十

七年法律第百十二号）第七条（日本国における国際連合の軍隊の地

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に

基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する

協定の実施に伴う関税法等の臨時特例に関する法律第八条（日本国に
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位に関する協定の実施に伴う所得税法等の臨時特例に関する法律第

四条において準用する場合を含む。）

おける国際連合の軍隊の地位に関する協定の実施に伴う所得税法等の

臨時特例に関する法律第四条において準用する場合を含む。）

日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定第六条 日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定の実施に伴う関税

法等の臨時特例に関する法律（昭和二十九年法律第百十二号）第二条

第一項

４　新租税特別措置法第八十九条の三の規定は、平成二十年四月一日から適用する。

５　新租税特別措置法第八十九条の四の規定は、適用日から適用し、適用日前に保税地域から引き取られた同条第一項に規定する揮発油に

ついては、なお従前の例による。

６　適用日前にした行為及び第一項の規定によりなお従前の例によることとされる揮発油税及び地方道路税に係る適用日以後にした行為に

対する揮発油税法及び地方道路税法（昭和三十年法律第百四号）の規定による罰則の適用については、なお従前の例による。

（石油石炭税の還付に関する経過措置）

第十五条　新租税特別措置法第九十条の五の規定は、平成二十年四月一日から適用する。この場合において、同日から改正法の公布の日ま

での間に石油化学製品（新租税特別措置法第九十条の五第一項に規定する特定揮発油等を原料に用いて製造された同項に規定する石油化

学製品をいう。以下この項において同じ。）の製造を開始した場合（旧租税特別措置法第九十条の五第一項の規定による承認を受けて石

油化学製品の製造を開始した場合を除く。）における新租税特別措置法第九十条の五第一項の規定の適用については、当該石油化学製品

の製造者が同日の翌日から起算して一月以内に当該製造に係る租税特別措置法施行令（昭和三十二年政令第四十三号）第四十九条第二項

各号に掲げる事項を記載した申請書を同項の税務署長に提出し、当該石油化学製品の製造が新租税特別措置法第九十条の五第一項の規定

による承認を受けることができるものであったことの確認を受けた場合には、当該製造を同項の規定による承認を受けて行った石油化学

製品の製造とみなす。

２　新租税特別措置法第九十条の六の規定は、平成二十年四月一日から適用する。

（所得税法等の一部改正に伴うその他の経過措置）

第十六条　第一条から前条までに定めるもののほか、改正法附則第百十九条の二の規定による改正法附則の規定の読替えは、次の表のとお

りとする。

読み替える改正法の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

附則第三条 施行の 公布の

附則第五条 施行日 施行日の翌日

附則第九条 ）の施行日 ）の平成二十年四月一日

連結法人の施行日以後 連結法人の同日以後

及び法人の施行日以後 及び法人の同日以後

施行日前 同日前

附則第十九条第一項 施行日以後 平成二十年四月一日以後

施行日前 同日前

附則第十九条第二項 施行日 平成二十年四月一日

附則第二十二条 施行日以後 平成二十年四月一日以後

施行日前 同日前

附則第二十三条 施行日 施行日の翌日

附則第二十八条第一項 施行日以後 平成二十年四月一日以後

施行日前 同日前

附則第三十一条第一項及び第二項 施行日以後 施行日の翌日以後

施行日前 同日前

附則第三十一条第三項 施行日以後 平成二十年四月一日以後

施行日前 同日前

附則第三十四条 施行日 平成二十年四月一日

附則第三十七条第一項、第二項、第四項及び第五項並びに第三十九条 施行日以後 平成二十年四月一日以後

施行日前 同日前

附則第四十八条 施行の日の前日 公布の日前

附則第五十一条 施行日以後 平成二十年四月一日以後

施行日前 同日前

附則第五十二条第一項 施行日以後 施行日の翌日以後

施行日前 同日前

附則第五十三条 施行日以後 平成二十年四月一日以後

施行日前 同日前

附則第五十六条 ）の施行日以後 ）の平成二十年四月一日以後

連結子法人の施行日以後連結子法人の同日以後

施行日前 同日前

附則第五十七条 施行日 平成二十年四月一日

附則第五十九条 の施行日以後 の平成二十年四月一日以後

施行日前 同日前

、施行日 、同日

附則第六十条第一項及び第三項から第五項まで、第六十四条、第六十七条第一項、

第六十八条第一項、第六十九条並びに第七十一条第一項

施行日以後 平成二十年四月一日以後

施行日前 同日前

附則第七十一条第二項 施行日 平成二十年四月一日

附則第七十二条第一項、第七十三条第一項及び第七十五条 施行日以後 平成二十年四月一日以後

施行日前 同日前
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附則第七十六条及び第七十七条第三項 施行日 平成二十年四月一日

附則第七十八条 の施行日以後 の平成二十年四月一日以後

施行日前 同日前

、施行日 、同日

附則第七十九条 施行日 平成二十年四月一日

附則第八十条第一項及び第三項から第五項まで 施行日以後 平成二十年四月一日以後

施行日前 同日前

附則第八十九条第一項及び第二項 施行日以後 施行日の翌日以後

施行日前 同日前

附則第八十九条第三項 施行日 平成二十年四月一日

附則第八十九条第四項及び第五項 施行日以後 施行日の翌日以後

施行日前 同日前

附則第八十九条第六項 施行日 平成二十年四月一日

附則第八十九条第七項 施行日以後 施行日の翌日以後

施行日前 同日前

附則第八十九条第八項及び第九項 施行日 平成二十年四月一日

附則第八十九条第十項 施行日以後 施行日の翌日以後

施行日前 同日前

附則第八十九条第十一項 施行日 平成二十年四月一日

附則第八十九条第十四項から第十六項まで 施行日以後 施行日の翌日以後

施行日前 同日前

附則第九十条第一項 施行日 平成二十年四月一日

附則第九十条第二項 施行日前 平成二十年四月一日前

施行日以後 同日以後

附　則

この政令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二一年三月三一日政令第一〇七号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、平成二十一年四月一日から施行する。

（所得税法等の一部を改正する法律附則第百十九条の二の規定による経過措置を定める政令の一部改正に伴う経過措置）

第十五条　前条の規定の施行前に課した、又は課すべきであった地方道路税については、なお従前の例による。
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